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ハーヴェスターにおける
「独立」組合の結成
伊藤健市
第 1次世界大戦後から1920年代の労使関係を，従業員代表制を中心とす
るウェルフェア・キャピタリズム (WelfareCapitalism)に基づく諸施策
によって乗り切ったインターナショナル・ハーヴェスター社 (Intema-
tional Harvester Company, 現Navister,以下ハーヴェスター）は，世
界大恐慌後の NIRA(National Industrial Recovery Act, 全国産業復興
法）期もこの従業員代表制（ハーヴェスターでの正式名称はハーヴェスタ
一労使協議会制度 (HarvesterIndustrial Council Plan)である）によっ
て一定乗り切ることができた1)0
だが， 1935年7月に施行された全国労働関係法 (NationalLabor Rela-
tions Act)は，従業員代表制を基本的に労働組織 (labororganization) 
と認証した上で，それに対する経営側の支配・介入による従業員への干渉・
抑制・強制を不当労働行為と判定した。
このことは，この期に従業員代表制の再編成によって新たな労使関係を
構築しようとしたハーヴェスターに対し，重大な意思決定を迫るものとな
1) この点は，伊藤健市「ハーヴェスターにおける従業員代表制の展開」（平尾・伊藤・
関ロ・森川編著「アメリカ大企業と労働者J(北海道大学図書刊行会， 1998年）を参
照のこと。
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った。当初，ハーヴェスター経営陣は，他の多くの企業経営者と同様，全
国労働関係法についても違憲判決が下されるものと楽観視していた。この
ことは， 1936年11月にハーヴェスターの一工場であったフォート・ウェイ
ン工場 (Fort Wayne Works)に対して下された全国労働関係委員会
(National Labor Relations Board)の「裁定と命令 (Decisionand 
Order)」2)が労使協議会制度の廃止と工場協議会 (WorksCouncil)の解体
を命じたにもかかわらず，従業員代表制を通した労使関係の維持という
1919年3月以降の基本方針を変えようとしなかったハーヴェスター経営陣
の「したたかさ」にも表れている。
こういったハーヴェスター経営陣を驚愕させたのは，予想に反する1937
年4月12Bの全国労働関係法合憲判決であった。この合憲判決に先立って，
労働組合を一定承認する中で新たな労使関係を模索した企業―-その代表
例はGM(Genaral Motors Corporation)やGE (General Electric Co .)
など一ーもあったが，ハーヴェスターはあくまでも外部組合 (outside
union)の侵入に抵抗するという方針を貫いた。その際採った方法は，内部
組合 (insideunion)としての「独立」組合 ("Independent"Union)の結
成であった。この「独立」組合の結成は，従業員代表制の延長線上に新た
な労使関係を構築しようとしたハーヴェスター経営陣の意志・意図を体現
するものであり，その機能を解明することは，ニューディール期における
ハーヴェスターの労使関係を知る重要な試金石であることはいうまでもな
い。
この点に関し，ハーヴェスターにおける労務管理・労使関係の研究者と
して高い評価を得ているオザーン (RobertOzanne)は，「工場協議会はハ
ーヴェスターの経営陣に容赦なく操られていた。このやり方は， 1937年か
ら1941年2月という『独立』組合の時期にも続けられた。 1941年にAFLの
連合組合が結成され，それが急速に成長したのは，それまで従業員組織を
2) さしあたり，伊藤健市「1936年全国労働関係委員会の『裁定と命令』（上）（下）」
（『関西大学商学論集」第4巻第5・6号， 1999・2000年）を参照のこと。
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巧みに操るという経営者側の習癖によって助けられた結果であった。労働
運動の分裂―アメリカ労働総同盟 (AmericanFederation of Labor, 
AFL)対産業別労働組合会議 (Congressof Industrial Organization, CIO) 
ーが，もちろんこのような巧妙な操りを招いたのである。もしこの方針
が成功していたなら，経営者側はあまり好戦的でない組合と直面するだけ
で済んでいたかもしれない。ハーヴェスターが1937-41年にかけて農機具
労働者組織委員会 (FarmEquipment Workers Organizing Committee) 
や全米自動車労組 (UnitedAuto Workers, UAW) よりも AFLを偏愛す
る方針を採ったことが裏目に出たのである。 CIO系の組合は，同社の敵対
行為にもかかわらず全国労働関係委員会の選挙を通してその地位を確立し
た。 1930年代後半と40年代初めに同社が外部組合に敵対したことは，ただ
農機具労働者組織委員会と UAWの指導者のもつ好戦性を増大させただ
けであった」3)と述べている。オザーンのこの結論に筆者はほぼ賛成するも
のであるが，こういった結論はハーヴェスターにおいて従業員代表制の延
長線上に構築された労使関係の根幹をなす「独立」組合の性格を明確にす
ることなくしては語れない。だが，残念なことに，オザーンの研究はこの
部分がやや手薄である。本論の課題は，この点を若干なりとも埋めること
にある。
ところで，筆者は先に「独立」組合結成に至る前段階として，ハーヴェ
スター主導の外部組合つぶしの実態を解明した4)。本論は，その後編とし
て， 1937年4月12日の全国労働関係法合憲判決以降に見られたハーヴェス
ターの対応を分析・解明しようとするものである。
3) Robert Ozanne, A Century of Labor-Management Relations at McCormick 
and International Harvester, University of Wisconsin Press, 1967 pp.226-227. 
4)伊藤健市「ハーヴェスターにおける「独立」組合結成前史」『関西大学商学論集』
第46巻第1・2合併号， 2001年。
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1 1937年4月21日付けのマカリスター社長の手紙
まず最初に確認しておきたいのは，全国労働関係法の合憲判決は1937年
4月12日，それを受けて当時のマカリスター社長(SydneyG. McAllister) 
が労使協議会制度の廃止と工場協議会の解体を宣言するのが同年 4月21日
であったという事実である。この 4月21日の宣言は， 1919年 3月に労使協
議会制度を導入した際と同様，従業員への手紙という形で行われている。
少し長いが，重要な論点も含んでいるのでまずこの手紙の全文を示してお
きたい5)。
1937年4月21日
合衆国の全従業員各位
まことに追憾なことでありますが，わが社の合衆国にある全工場において「ハ
ーヴェスター労使協議会制度」のもとに選出された代表者との間で，団体交渉目
的をもってもはや交渉するべきではないという結論に達しました。皆さんの代表
にはその旨をお伝えしましたが，この手紙で全従業員に上記の決定に至った理由
を，正直かつ細大漏らさずお伝えしたいと思っております。
初めに，ハーヴェスター労使協議会制度とは何であったのでしょうか。同制度
は，わが社による団体交渉の提案を受けて従業員の無記名投票で承認・採択され，
1919年に成立をみました。従業員と団体交渉することを使用者に求めている全国
労働関係法の16年も前にそれが成立していたことは特筆すべきことであります。
同制度は，経営者と従業員が互いに利害をもつ問題を解決する手段として，自由
に選出された両者の代表の間で遠慮なく，存分に討議することを奨励する合衆国
における先駆的で，自発的な取り組みでありました。
18年間の記録が同制度の成功を雄弁に物語っています。その間，わが社のそれ
ぞれの工場に設置された工場協議会で，賃金，労働時間，労働条件といった多く
の問題が遠慮なく，存分に討議され，これらの問題はただ一度のストライキを引
5)この手紙の出所は，以下の通りである。 Decisionsand Orders of the National 
Labor Relations Board, Vol.29, January 16 to February 28, 1941, pp.470-472. 
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き起こすこともなく，また時間や所得の損失もなく解決されてきました。労使紛
争の発生は完全に防止されてきたのです。忌憚のない討議ならびに情報と意見の
交換が労使紛争にとって代わり，このことが長年にわたってわが社とその従業員
との間に信頼と尊敬の念を生み，双方が互いの問題を理解し，公正で納得のいく
解決に到達する取り組みへの参加をもたらしました。
最近，従業員の皆さんの手元に郵送された「従業員への年次報告書 (Annual
Report to Employes)」において，わが社の全般的な方針が討議されております。
工場協議会はわが社の方針の作成と展開において重要な役割を演じてきました。
このことは私と同様，従業員の皆さんもご存じのことと思います。工場協議会が
存在していることと，わが社が人々が喜んで働こうとする会社であることは決し
て偶然の一致ではなかったのです。
それにもかかわらず，昨年11月に全国労働関係委員会は，フォート・ウェイン
工場の工場協議会が全国労働関係法のもとで権利として与えられている団体交
渉を従業員に対して十分かつ自由に許していないと裁定し，わが社に従業員代表
との交渉を止めるように命じたのであります。この裁定は最終の決定ではな<.
同法は合衆国巡回控訴裁判所 (U.S.Circuit Court of Appeals)への控訴を認め
ており，わが社は裁定が正当なものではなく，またわが社の従業員（自由が制限
されていたかどうかを最も良く知る立場にあった）のほとんどが同じ信念をもっ
ていると信じて，上告しました。この控訴は現在争われており，最終的な裁定は
まだ下っておりません。
公平な立場からみて，全国労働関係委員会の裁定が基づいている根拠の一般的
な性格を従業員が知っておくべきだとわが社は信じています。同委員会は，わが
社が組合員である従業員をともかくも差別していることを発見したわけでもあ
りませんし，そのように示唆しているわけでもありません。労使協議会制度の運
営が従業員の行動の自由を妨げているという同委員会の結論は，そのほとんどが
わが社が同制度を開始し，新しい従業員に同制度に留意するよう勧めたという調
査結果と，わが社が会合の議事録の印刷や選挙費用を支払いかつ従業員代表に対
し工場協議会活動に出席している間の正規賃金を支払ったこと，そして工場協議
会の範囲が安全体育，レクリエーション，従業員共済組合や他の互いに利害の
ある問題といった同制度の目的にそぐわない支援を含むものとなり，賃金，労働
時間，苦情といったより基本的な問題に対しては不十分な討議しか行われていな
いといったことに基づいています。
これらの調査結果にはわが社の公正さは何も反映されておらず．長年にわたっ
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てうまく運営され，ほとんど批判されることもなかった労使協議会制度の開始に
至る状況と運営に関するわが社の弁明はなかったのです。わが社は，自由に選ば
れた従業員の代表との団体交渉の価値を証明してきた先駆者であることを大い
に誇りに思っています。
フォート・ウェイン工場の今年度の従業員代表を選んだ最近の選挙は，完全に
従業員によって行われました。実際，全従業員が投票し，選出された12人の代表
のうち 3人は組合員でありました。誰もこの選挙の公正さと独立性を疑わないで
しょう。それにもかかわらず，仲間の従業員のために交渉するべく選出されたこ
のグループは，全国労働関係委員会の命令によってその使命を果たすことを禁じ
られたのです。わが社が彼らと交渉できないのでありますから，彼らもわが社と
交渉できないというのは同委員会の命令の結果なのです。
このような事態は異常な状況を生み，巡回控訴裁判所の処躍の再検討によって
は，従業員が自由に選んだ代表が経営者側と会合するという彼らの権利を保護す
る目的のためには全国労働関係委員会の裁定を逆転させるかもしくは修正する
という結果が起こりうるかも知れません。
しかしながら，わが社は上告は取りやめ，全国労働関係委員会の命令に従うこ
とを決定しました。それは，労使紛争を排除するという政府の取り組みに協力し
たいというわが社の願いのゆえの行動でありますし，批判の対象となっている制
度――—そのような批判が正当なものでないにしても一のもとで団体交渉を続
けることが従業員にとってもわが社にとってもあまり利益とならないと信じて
の行動でありました。同委員会の裁定は，わが社の従業員が団体交渉において完
全な自由を享受しているかどうかという問題を生み，そして当社はそういった問
題が生じる原因を取り除きたいと思っています。
現下において継続不能となってしまった工場協議会形態での団体交渉の先に
は何がやって来るのでしょうか。このことは従業員自身が決定することであり，
各従業員は全国労働関係法が保障する個人の選択の自由権をもっています。
最高裁判決における全国労働関係法の最近の解釈によると，従業員は誰も組合
もしくは交渉団体 (bargaininggroup)への加入を要請されることはなく，彼ら
自身の判断によってわが社と直接交渉できる，ということが明確になりました。
一方，団体交渉を希望する従業員はそれができるし，この目的のためにその従
業員は既存の交渉団体もしくは全国組合あるいは地方組合に加入できるし，他の
人々とともに新しい交渉団体もしくは組合を結成してもかまわないのです。
経営者側は，個々の従業員もしくは利害のある問題を討議したがっている何ら
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かの団体の権威づけられた代表と会合し交渉するという以前の方針を継続する
でありましょう。しかし，将来的にはこういった関係は，「適正な単位(appropri-
ate unit)」（全国労働関係委員会によって決定・承認されたもの）における従業
員の過半数代表が，賃率，賃金，労働時間そして他の雇用条件に関する団体交渉
目的にとって適正単位内の全従業員に対する排他的代表となると規定している
全国労働関係法の条項に従うように要請される限り，限界があるとみなければな
らないでしょう。
競争相手となる団体が，過半数代表を手に入れようとすることは疑いないこと
ですし，この争いにおいて団体あるいは個人は強制的な方法を使いたくなるかも
知れません。経営者側は，全従業員に対し，十分に根拠のある以下の2つの理由
から互いの自由な選択権を奪う試みをしないことを強く訴えたいと思います。ま
ず第1に，それが不公正で非民主的であり，全国労働関係法の目的を無効にする
傾向をもっているからです。そして第2に，強制によって手に入れた代表権は，
真の代表ではありませんし，承認される合法的な要求のための基礎となり得ない
詐欺的行為だからであります。
わが社は，強制的な方法によって推進された従業員団体のどのような代表（過
半数派であれ少数派であれ）も承認しませんし，彼らと交渉するつもりもありま
せん。そして我々は，全国労働関係委員会がこの立場を十分に支持してくれるも
のと確信しています。
全国労働関係委員会の 1つの機能は，従業員を代表していると主張する個人も
しくは組織の権限範囲と多様性に関して疑義がある場合に，それを処理すること
にあります。そのような場合，同委員会は従業員の自由な選択を確認するために，
無記名投票を実施・監視することができます。その時， もちろん強制があればそ
れは明らかにされ，代表だと自称していた者と無記名投票によって確認された代
表との相違によってその強制の程度が測られるのです。強制を使っている組織
は，選挙によって有罪が立証され，従業員，経営者，そして一般公衆の評価と信
頼を失うことになることはいうまでもありません。
工場協議会の18年間に及ぶ経験を振り返ってみた時，最も大きな価値をもつ資
産は今後も発展し，それは将来団体交渉形態にどのような変化が生じようとも失
われるべきではないということに我々は全員同意していたのだと思います。それ
には，従業員と経営者の間の相互信頼と尊敬，遠慮なく存分にできる討議，公正
さを尊ぶ双方の精神，従業員と株主の双方の取り組みによって進展するわが社の
福祉において両者が共通の利害をもつことの承認，といったことが含まれます。
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私は，経営者側は討議すべきものとして出てきたすべての問題にこれまでと同
じ精神で対処しようとしていることを従業員の皆さんに確約させていただきた
いし，従業員の皆さんも同じようになされると信じています。双方がこの精神を
もってこそ，すべての問題を公正で納得のいくように解決することが可能となる
のです。
社長 S・G・マカリスター
この手紙は大きく 2つの部分からなっている。最初の部分の特徴は，マ
カリスターによる「遺憾・残念 (regret) 」の念—しかも，それは形容詞
の最上級 (withthe greatest regret…)で修飾されている一一ーの表明から
始まっている点に凝縮して示されている。つまり，ハーヴェスターにとっ
て，それまで18年間—1919-37年一ーという長期にわたって機能してき
た労使協議会制度と工場協議会が，全国労働関係法のもとで団体交渉制度
と認定されなかったことを「遺憾・残念」としているのである。だが， 1936
年11月のフォート・ウェイン工場に対する「裁定と命令」において，全国
労働関係委員会はすでに労使協議会制度の廃止と工場協議会の解体を命じ
ていたわけであるから―もっとも，この手紙で合衆国巡回控訴裁判所へ
の上告を取りやめたことを明らかにしているように，ハーヴェスターはこ
の時点まで「裁定と命令」を承認していなかった一一，それから 5ヶ月経
過した後にやっと重い腰を上げたのであって，「遺憾・残念」とはいうもの
の，この事態をいかに切り抜けるかについての方策はこの 5ヶ月間に完了
していた。それが，外部組合つぶしと工場協議会の後継組織としての「独
立」組合の結成であったことはいうまでもない。
では，ハーヴェスターは，いかなる点で労使協議会制度が団体交渉制度
と見なされなかったことを「遺憾・残念」としていたのであろうか。この
点を明らかにすることは，ハーヴェスターの団体交渉観を明確にすること
になるし，それと同時に労使協議会制度と工場協議会に代わる交渉団体と
していかなるものを考えていたかというマカリスターの手紙の後半部分の
主題を明確にできる。
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まず第 1番目の批判は，全国労働関係法に先立つ16年前の1919年に，「自
由に選出された」代表のもとで，「経営者と従業員が互いに利害をもつ問題
を……，遠慮なく，存分に討議することを奨励する合衆国における先駆的
で，自発的な取り組み」であったにもかかわらず認められなかったことに
向けられている。しかし，協議会委員 (councilman)になりうる者に対す
る資格制限，その選出方法，協議会委員の再選禁止条項がなかったこと，
といった限界をもっていたことはここでは一切触れられていないのであ
る6)。
第2番目の批判は，工場協議会では賃金，労働時間，労働条件といった
ことに関する問題の処理に「成功」していたにもかかわらず団体交渉制度
と認められなかったことに向けられている。ここでいう「成功」は，①「た
だ一度のストライキを引き起こすこともなく，また時間や所得の損失もな
く解決」され，② 「労使紛争の発生は完全に防止」されたことを指してい
る。①に関しては，ハーヴェスターの賃金動向を丹念に調査した上で，「ハ
ーヴェスターの賃金支払い記録は，ユニオニズムと実質賃金の成長が高か
った時期が一致していたことを示している。それは，組合不在期には生産
性向上に基づく収益が労働者に自動的に渡らなかったことを意味してい
る」 7)というオザーンの結論を示しておけば十分であろう。②は，「忌憚の
ない討議」と「情報と見解の交換」が労使紛争に取って代わり，そこに労
使の「信頼と尊敬の念」，「相互理解」が醸成されたことで達成できたとさ
れている。しかし，工場協議会での討議内容ーーそれは今日の小集団活動
(QCサークルなど）で取り上げられている課題と見紛うばかりのもので
あった—，ハーヴェスターが直面している経済情勢や財政状態といった
6) ここでいう限界については，伊藤健市「インターナショナル・ハーペスター社従
業員代表制の特徴」（『大阪産業大学論集（社会科学編）』第103号， 1996年9月）を参
照のこと。
7) Robert Ozanne, op. cit., p.247. 
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「情報」の中身から推し量れるように叫また，組合不在という状況から見
ても，ハーヴェスターの見解の一方的な押しつけであった。
第3番目の批判は．組合員に対する差別という事実を全国労働関係委員
会が「発見」できなかったにもかかわらず，そういった結論が①ハーヴェ
スターが労使協議会制度を始め，新入社員に同制度への留意を示唆したと
いう調査結果．②工場協議会に伴う費用をハーヴェスターが負担したこと，
③協議会委員の活動に対する給与支払い，④工場協議会における討議内容
の拡大，といった諸点から導き出されている点に向けられている。しかし，
本論文の前編をなす論考ですでに指摘したように叫ハーヴェスターの基
本的な姿勢が組合・組合員の排除であったことは論を待たない。
以上の 3点に示されるハーヴェスターの「遺憾・ 残念」という評価は的
はずれである。だが，こういった誤認をもってマカリスターの手紙を過小
評価してはならない。彼の手紙の後半部分には，全国労働関係法下の労使
関係をハーヴェスターがどう構築していくかを従業員に示唆する指針が示
されているのである。
それは．「現下において継続不能となってしまった工場協議会形態での団
体交渉の先には何がやって来るのか」という問い掛けから始まっている。
これに対するハーヴェスターの解答は，「従業員は誰も組合もしくは交渉団
体への加入を要請されることはなく，彼ら自身の判断によってわが社と直
接交渉できる」し，団体交渉を望む場合，「従業員は既存の交渉団体もしく. . . . 
は全国組合あるいは地方組合に加入できるし，他の人々とともに新しい交. . . . . . . . . . . . . . . . .. . . 
渉団体もしくは組合を結成してもかまわない（傍点，引用者）」とするもの
であった。ここに示されたハーヴェスターの全国労働関係法解釈の合法性
はさて措き，ハーヴェスターがこのように解釈していたという事実のみを
8)詳しくは，伊藤健市「ハーヴェスターにおける従業員代表制の展開」を参照のこ
と。
9)伊藤健市「ハーヴェスターにおける『独立j組合結成前史」を参照のこと。
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指摘しておきたい。全国労働関係法の16年も前から団体交渉を行っていた
とするハーヴェスターの立場からは当然の主張であるが，「新しい交渉団体
もしくは組合」との交渉が，過半数代表に基づく排他的代表として行われ
るとする全国労働関係法には「限界がある」とするのがハーヴェスターの
立場であることに注意しておかねばならない。この限界は，団体交渉に対
する「個人の選択の自由権」が過半数代表に基づく排他的代表という「不
公正で非民主的」な方法によって侵害されること，過半数代表を強制的な
方法 (coercivemethod)で獲得することは，「詐欺的行為」となること，
から生じてくるとされている。
だが，、ここでハーヴェスターのいう「限界」は，過半数代表に基づく排
他的代表や外部組合によって組織された従業員団体の代表を交渉相手とし
て承認しないという「限界」と見るべきであろう。それは，全国労働関係
法以降のハーヴェスターにおける労使関係の主体をなしていくであろう
CIO系の農機具労働者組織委員会を強く意識したハーヴェスターの態度
表明であったし，過去18年間に及ぷ労使協議会制度のもとで培われた「最
も大きな価値をもつ資産」である工場協議会を通した交渉形態を将来的な
変化のなかでも失いたくはないという意識の表明であった。それは，翻せ
ば，外部労働組合の影響を受ける労使関係ではなく，労使協議会制度とエ
場協議会のもとでの労使関係を全国労働関係法下でも継続したいというハ
ーヴェスターの願望を示すものでもあった。
こういったハーヴェスターの労使関係観を体現するものとして登場して
くるのが「独立」組合であったことはいうまでもない。節を改めて，「独立」
組合の結成をめぐるハーヴェスター経営陣とそれまで工場協議会で主役を
演じてきた協議会委員 (councilmen)の動きを考察してゆこう。
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2 工場協議会後継組織としての「独立」組合の結成
すでに考察したハーヴェスター経営陣（具体的にはシカゴ本社工場統括
責任者補佐であったハリスン (Harrison10>)や労使関係部），各工場の管理
職（工場長，監査役，人事管理者，フォアマン）を中心とした「組合つぶ
し」 11)と同時進行的に行われていたのが「独立」組合の結成である。この動
きの中心は協議会委員であった。その意味では，従業員の活動と受け止め
られるかも知れないし，ハーヴェスター自身もそのように主張しているが，
彼ら協議会委員の背後にはハーヴェスターの意志・ 意図が存在していたの
である。そこで，ここでの課題は，協議会委員の具体的な行動を明らかに
すると同時に，彼らの行動の本質とそこへのハーヴェスターの関与を明確
にすることにある。それは，全国労働関係委員会の言葉を借りるならば，
「協議会委員が二重の役割を果たしていたこと」 12), そして「協議会委員は
従業員に対する経営者側の密使 (emissaries)」13)であったことを，彼らの
「言動」を通して析出することで可能となる。なお，以下で取り上げる 6
工場の「独立」組合は第 1表を参照願いたい。
第1表 「独立」組合と契約締結日
工場名
マコーミック工場
ウェスト・プルマン工場
ロック・フォールズ工場
イースト・モリーン工場
ファーモール工場
ミルウォーキー工場
組織名
マコーミック従業員共済組合
ウェスト・プルマン独立組合
ロック・フォールズ従業員組合
イースト・モリーン従業員組合
ファーモール合同自動車組合
ミルウォーキー従業員産業別組合
締結日
1938年2月21日
1937年12月14日
1938年 1月24日
1938年3月11日
1937年11月3日
1937年11月1日
ここでは， 4月12日から21日というわずかな期間に各工場でどういった
10) 「裁定と命令」には，ラスト・ネームしか分からない人物が多数登場する。
11)伊藤健市「ハーヴェスターにおける『独立』組合結成前史」を参照のこと。
12) 13) Decisions and Orders of the National Labor Relations Board, Vol.29, p. 
481. 
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動きが見られていたのかを問題としたいが，その前にシカゴ本社でこの点
に関していかなる取り組みがあったのかを明らかにしておこう。
その取り組みは， 4月16日にシカゴ本社で開催された工場長の定例会議
においてみられた。この会議は，労使協議会制度の廃止と工場協議会の解
体を各工場間で調整のとれた活動として行うためのものであった。そこに
は，ハーヴェスターの合衆国内にある製造工場と原材料事業所の全工場長
が招集されていた14)。その場ではマカリスター社長の手紙の草案が論議さ
れ —一手紙の草案を論議するということは，この時点で労使協議会制度の
廃止と工場協議会の解体がすでに本社では意思決定されていたことを示し
ている一一，工場長達がそれぞれの工場でフォアマンや協議会委員にこの
点を伝える方法も教示していた。ホッヂ (GeorgeHodge)が証言したとこ
ろによると，各工場長はそれぞれの工場で臨時会議を開催し，「経営者側が
工場協議会を継続しないとの決断を発表することとマカリスター社長の手
紙をそこで披露すること以外にはいかなる議論も認められていないことを
特に指示」 15)されていた。さらに，この臨時会議の性格については，「まさ
にハーヴェスター労使協議会制度を終わらせ， もうこれ以上検討しないた
めの会議」16)であったと証言していた。つまり， 4月16日時点で先に触れた
ように従業員代表制の廃止が正式に意思決定されていただけでなく，それ
を全社規模—当然，合衆国内ではあるが—で最終確認したのである。
さらに， 4月21日のマカリスター宣言までは，労使協議会制度の廃止が決
して外部に漏れないよう入念に計画して進められることも確認されてい
る”）。いうまでもなく外部労働組合，特に農機具労働者組織委員会にその動
向を悟られるのを恐れてのことであった。
まず取り上げるべきはマコーミック工場であろう。同工場での展開の中
心人物は， 1921年（つまり，同工場への労使協議会制度導入と同時）より
14) Ibid., p.469. この時点で，カナダではまだ労使協議会制度は廃止していない。
15) 16) Ibid., p.470. ホッヂは，労使関係部の部長補佐であった。
17) Ibid., p.482. 
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協議会委員を務めていたセムバック (HenrySembach)である 18)。彼は，
全国労働関係委員会が「コットレル（マコーミック工場長一注，伊藤）あ
るいは別の経営者側代表といった情報源から彼の正確な予測のための拠り
所を得ようとしたと信じることは合理的」 19)と判断されるような行動をと
っていた。セムバック自身は否定しているものの， 4月16日にコットレル
と会っていたことは確実であった。彼は， 4月19Bの就業時間中に協議会
委員を招集し，協議会委員の一人であったコワルコウスキー(Kowalkows-
ki)によると，「2B以内に我々は工場協議会がなくなるという通知を受け
取るであろう」20)と述べていた。果たして彼はこの情報を誰から得たのであ
ろうか。先述の通り，この情報は 4月21日まで漏れてはならないものであ
ったはずである。それを知り得たのは工場長のコットレルであったわけだ
から，セムバックは4月16日に会った時点でこの情報を櫃んでいた可能性
が高い。このように考えないと，もう一人の協議会委員であるサトラー
(Otto Sattler)の行動は解釈がつかないのである。サトラーもセムバック
ほどの経験はないが， 8-9年にわたって協議会委員を務めていた。その
彼が， 4 月 17日に「独立」組合~ までもないがまだ姿も形もなかっ
た―-―への加入申込用紙の印刷を発注していたのである21)。サトラー単独
でこのような行動をとったとは考えにくいことから，彼はセムバックが4
月16日に管理職層の誰か（既述のようにコットレルであろう）から得た情
報に基づいて行動していたことは間違いない。それはとりもなおさず，ハ
ーヴェスターの意志・意図のもとでの行動である。
4月19日のセムバックの「言動」も非常に特徴的である。先の彼の発言
を受けて，当時農機具労働者組織委員会のメンバーであったフィールド
18)セムバックは，全国労働関係法の上院公聴会にハーヴェスターの費用で赴き，労
使協議会制度＝従業員代表制を擁護する発言をするなど，経営側に立っていた人物
と見なして間違いない。
19) 20) Decisions and Orders of the National Labor Relations Board, Vol.29, p. 
483. 
21) Ibid., p.482. 
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(Gerald Field)がマコーミック工場内にすでに存在したローカルに言及
したことに対し，セムバックは「従業員代表がもし労働組合について話し
合うなら，会社の構内から出ていかなければならない」22)と強く主張した。
その理由は，彼自身の証言によると「会社の所有物のなかでそういったこ
とを行うのは許されないだろう。もし君が組合を組織したいなら，就業時
間内ではなく君自身の時間にそれをしなければならない」 23)ということに
あった。だが，これは彼の真意ではなく，その背後にはハーヴェスターの
教示があった。彼は，会社の構内で組合が結成されることは全国労働関係
法違反であることを認識しており，「従業員が組織化する権利を保障するこ
とを意図した全国労働関係法を犯すという立場に彼の使用者を置くことに
なる」 24)のを避けるための行動であったと全国労働関係委員会は解釈して
いる。自分達の組織よりもまず会社のことを考えての行動であった。
それは，そういった事態を避けるようにとの次のような教示を 4月16日
の時点でコットレルから受けていたことを示している。この教示はホッヂ
の証言にあった会議で工場長に示されたものであった。その内容は，「我々
は，従業員が労働組織に加入していたがゆえに，彼に対して何らかの差別
がなされていたと誰もいえないし，証明できないことに特に注意しなけれ
ばならない。そして，会社の勧誘政策が，労働組織に対する組合員の勧誘
がないとか，就業時間中の工場内での組合費の徴収を意味していないとい
う特別な教示を与えることにも特に注意しなければならない」 25)という内
容であった。
セムバックの主張に従って， 17名の協議会委員は工場の外で議論を再開
し， 2対 1で「独立」組合の結成と臨時役員を選出・任命した。彼らがエ
場の門を出入りした時，警備員が咎めなかったことは，これが予定通りの
22) Ibid., p.483. 
23) Ibid., p.483. 
24) Ibid., pp.483-484. 
25) Ibid., p.484. 
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行動であったことを示している。その翌日の20Bには，サトラーが発注し
た組合加入申込用紙が工場に出現している。こういった思惑通りの事態の
推移を見届けた上で，コットレル工場長は4月21日に余裕をもって協議会
委員の前で次のように語っている。「諸君達と握手したい……なぜなら，
我々がここで会合をもつのも最後だからだ……。今や，諸君達次第である
……。今や，諸君達は望むことなら何でもできる……。自分達に適したも
のを組織できるし，また組織しなくても良い……。諸君達がどこに向かお
うとも，会社は責任はない。」 26)
コットレルの話を受けて各協議会委員はそれぞれの部門で従業員を集
め，労使協議会制度の廃止を発表した。これ以降も協議会委員が活躍する。
例えば，第28部門の協議会委員であった前出のコワルコウスキーは，フォ
アマンのバーグハード (Burghardt)の許可を得た従業員の集会で，「労使
協議会制度を廃止し，協議会委員は新組織が結成されることを期待してい
る」 27)と説明していた。また，第73部門のアシスタント・フォアマンであっ
たスクレントニー (PhilSkrentny)の行動はより直裁的であった。彼は，
新しい組織の結成に向けて活動していた従業員のウェイヤー(JoeWayer) 
に，夜勤勤務者の前で話す機会を与えたのである。ウェイヤーは，「他のエ
場における CIOの組織活動について話をし，どの程度の組合費が必要なの
かを示した上で，『我々もある組織を結成するつもりである。我々は誰一人
として部外者(outsider)を必要としていない。彼らはただ諸君達に25セン
トの犠牲を強いるだけである」」28)と話していた。この時，スクレントニー
はウェイヤーの「10フィート以内」にいたことを全国労働関係委員会は指
摘している。そして，ハーヴェスター自身もこのウェイヤーの発言がハー
ヴェスターの見解でないと従業員に知らせていなかったことを指摘し，そ
の結果，従業員はハーヴェスターがウェイヤーのいう「新組織」の結成を
承認・奨励していた，と理解したと結論づけている。この「新組織」は，
26) Ibid., p.484. 
27) 28) Ibid., p.485. 
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4 月 21 日の数 H 後に開催された従業員の大衆集会~この集会の進行役も
前協議会委員のフォーニアー (Fornear)とヘルムホルト (Helmholt)で
あった29)_で，マコーミック従業員共済組合と正式に命名された。
以上のマコーミック工場の事例は，マカリスター社長の手紙が従業員に
公表される前に，協議会委員が労使協議会制度の廃止と工場協議会の解体
を知り，協議会委員でありながら次の組織の結成を主導し，それをフォア
マンやアシスタント・フォアマンといった管理職層が積極的あるいは暗黙
裏に支援していたことを示している。そして，彼ら協議会委員を誘導して
いたのはハーヴェスターであった。この点に関して，全国労働関係委員会
が「何の情報もなく，かつ経営者側の承認を得ることもなく，競争相手と
なる独立組織の結成に突然とりかかると信じることは非合理である」30と
結論づけたことは非常に説得力がある。
では，なぜ彼ら協議会委員はこういった行動をとったのであろうか。 1
つは，全国労働関係委員会が指摘しているように，例えばセムバックとサ
トラーが「安全インストラクター (safetyinstructor)」31として半管理者的
な権限を託されていたこと，つまり彼ら自身は管理職層であるとの意識を
もっていたことにある。もう 1つは，協議会委員となり，そこで経営者側
の意に添った行動をとることが，昇進の近道だったのである。この後者の
点を具体的に示すのがウェスト・プルマン工場での事例である。
ウェスト・プルマン工場でも，「独立」組合（＝ウェスト・プルマン独立
組合）結成への動きは，工場協議会解体前に始まり，その主導者も協議会
委員であった。その中心人物は，協議会委員の委員長を務めていたティア
ーリンク (JamesTeerlink)で，彼もマコーミック工場のセムバックと同
様「十分な情報と承認なしに別の労働組織の設立に際して指導力を発揮し
たとは考えられない」32)人物であった。彼は， 4月14日に協議会委員にある
29) Ibid., p.486. 
30) 31) Ibid., p.483. 
32) Ibid., p.487. 
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組織を結成することを提案し，その承認を得， 17日に大衆集会を手配して
いた33)。彼自身は，「従業員がすでに組織を結成することについて話してい
た」34)と証言しているが，ウェスト・プルマン独立組合の委員長を務めてい
たシュルト (ArthurSchulte)の証言では，「4月17B以前に労働組合を結
成する試みについて何も聞いていなかった」35)ということである。 4月14日
の提案は，ハーヴェスターの意志に基づくものであったことは明白である。
ティアーリンクと協議会委員の一人であったファーレンバック (Fa-
hrenback)は， 4月17日に大衆集会を開催したホールの費用を分割して負
担していた。ティアーリンクは，この集会で議長を務め，多くのCIO系組
合員が出席していたこの集会で，「私は，別の組織が配布していたさまざま
な加入申込用紙によって引き起こされたホールの動揺に気づきました
……，私は聴衆に次のように切り出しました……。私は，ウェスト・プル
マン工場には十分な知性があることから，自身の組織を結成するのが最も
従業員の役に立つと信じています」36)と語ったと証言し，「独立」組合結成へ
と導く礎を築いている。この「独立」組合の組織化キャンペーンは4月17
日に始まり， 19日には早くも内規と規約の作成に取り掛かっていた。こう
いった一連の活動が軌道に乗った時点で，ティアーリンクとファーレンバ
ックは積極的に関与することを止めている。
問題はこの先にある。「独立」組合の結成ーーその内規と規約には「1937
年4月20日創設」と記されている37)一の後，ティアーリンクはアシスタン
ト・フォアマンに昇進し，ファーレンバックは管理責任を伴う安全検査官
(safety inspector) としてインディアナポリス工場に異動したのであ
る38)。2人の昇進は，ハーヴェスターが彼らに与えた論功行賞以外の何もの
33) 34) Ibid., p.486. 
35) Ibid., p.486. 
36) Ibid., p.487. 
37) Ibid., pp.487-488. 
38) Ibid., p.487. 
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でもない。
以上のウェスト・プルマン工場の例は，協議会委員の活動に対してハー
ヴェスターが昇進でもって応えるという事実は確認できるものの，それ以
上の積極的関与については不十分である。この点を埋めてくれるのがイー
スト・モリーン工場とフォート・ウェイン工場の状況である。
イースト・モリーン工場で「独立」組合結成の中心となったのは協議会
委員のバッグ (CarlBagge) とザーン (MartinZahn)であったが，これ
までの工場と違い前面に出てくるのは従業員のウェイト (CharlesWaite) 
である 39)。ウェイトは， 4月21日前の日曜日（少なくとも 4月14B以前）に
労使協議会制度の廃止を知り，「独立」組合（＝イースト・モリーン従業員
組合）の結成に向けた活動を開始している。その中で彼は， 4月21日にイ
ースト・モリーン工場のクレジット・ユニオンから136.87ドルを借り， し
かもそれをイースト・モリーン従業員組合を結成するという目的に使った
ことを認めているのである 40)。このクレジット・ユニオンからの借入金は，
50ドル以上の場合クレジット委員会の承認を必要としていたが， 1934年4
月時点での同委員会の構成員には先のバッグとザーンが含まれていた。彼
らが，「イースト・モリーン従業員組合を組織する目的のためであるという
ことを知って貸し付けを行った」41)と全国労働関係委員会は認定している。
そして，「この方法で被告がイースト・モリーン従業員組合のオルグが組織
をスタートさせるのに必要な資金を得るのを助けた」42)として，ハーヴェス
ターの関与を指摘しているのである。
ファーモール工場でも同じような状況が見られている。同工場における
「独立」組合（＝ファーモール合同自動車組合）結成にも協議会委員が絡
んでいた。その中心人物は，協議会委員の委員長を務めていたモーゼナ
(Mozena)であった。彼は，同工場従業員を対象とした社交組織 (social
organization)のファーモール・クラプ (FarmallClub)から200ドルを借
39) 40) Ibid., p.492. 
41) 42) Ibid., p.493. 
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り受けている。その際，モーゼナは，「『組合を始める』ために必要だと説
明」43)していた。このファーモール・クラブの会長は，統括フォアマンの二
コルスン (Nicholson)であり，モーゼナヘの貸付金はニコルスンが許可し
たものであった。全国労働関係委員会は，この貸付金の出所がファーモー
ル・クラプに対してハーヴェスターが与えた「営業権」に基づく収益であ
ったことから，「実質上クラプの資金は被告からの助成金であった」44)とし，
「その目的を十分知った上で貸付金を許可したニコルスンの行為は，明ら
かにファーモール合同自動車組合を支持するものであった」45)と断定して
いる。
3 「独立」組合結成後のCIO系組合つぶし
前節で明らかにしたように，ハーヴェスターにおける「独立」組合は，
1937年4月12日の全国労働関係法合憲判決から，それを受けて同月21日に
出されたマカリスター社長の手紙の前後に結成された。この節では，「独立」
組合結成後に見られた「CIO系組合つぶし」の実態を取り上げておきたい。
その内容は，全国労働関係委員会の「裁定と命令」で次のように簡潔に示
している。「記録は， 1937年4月21日以降に管理職層の側からなされた干渉
と威圧の例が満ちあふれていることを示している」46), と。そして，ハーヴ
ェスターの管理職層は，「CIOをけなし，各独立組合の組合員を奨励し続け
た」47)のであった。
だが，「独立」組合結成前後の「CIO系組合つぶし」の実態にはその内容
で若干相違がある。「独立」組合結成前についてはすでに別稿で取り上げて
43) Ibid., p.496. 
44) 45) Ibid., p.496. 
46) Ibid., p.500. 
47) Ibid., p.501. 
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いる48)。そこで明らかにできたことは，ハーヴェスタ一本社の経営陣及ぴ各
工場の管理職層の「言動」によって組合員あるいはその可能性のある労働
者を意気消沈させようとする試みが採られていたことであった。そして，
そこでの攻撃の対象はCIO自体とその指導者達であった。
それに対し，「独立」組合結成後の特徴は，そのやり方が非常に露骨―
実力行使に訴えるという一ー・になった点に求められる。つまり，組合員の
象徴である組合員バッジに対して，すなわち従業員個人に攻撃の矛先が向
けられたのである。本節の目的はこの点を明確にすることである。ただし，
この点に関する「裁定と命令」の事例は少ない。以下では「裁定と命令」
の記述に沿って 4つの事例を取り上げておきたい。
1939年4月に，マコーミック工場のアシスタント・フォアマンであった
ジャック・プサーク (JackPsaac)は， CIOの組合員バッジを着けた従業
員リチャード・シャーリー (RichardShirley)に次のように警告したとい
う。「お前も CIOの組合員か……。ところで，マコーミック従業員共済組合
は会社が認めた唯一の組合で，レイオフを見逃してくれるし， CIOの組合
員は最初にレイオフされる点でばかげた組合だよ」49), と。その後，シャー
リーは組合員バッジを外し，何週間も工場でそれを再ぴ身に着けなかった。
プサーク自身はそのように話したことを認めたが，それは「からかい」だ
ったと主張している。だが，全国労働関係委員会が主張するように，プサ
ークの発言は，「CIOに対する彼の反感を示すとともに，シャーリーが『か
らかい』と受け止めた可能性を否定する」50)ものであった。
このプサークの採ったやり方—言葉でもって組合バッジを処分する気
にさせる一は他の工場でも多く見られていたようである。だが，ウェス
ト・プルマン工場のフォアマンであったボプ・クレーマー (BobKraemer) 
の事例は非常に極端である。彼は， 1939年4月に従業員カール・エンゲル
48)詳しくは，伊藤健市「ハーヴェスターにおける『独立』組合結成前史」。
49) 50) Decisoins and Orders of the National Labor Relations Board, Vol.29, p. 
501. 
54 (48) 第 46巻第 4 号
ス (CarlEngels)のシャツから組合員バッジをはぎ取るという実力行使に
訴えたのである。クレーマー自身は，それが誤りで，自分がしたことはエ
ンゲルスのシャツから黄色のバッジに似ていたかも知れないオレンジの皮
をとったこと以外の何ものでもなかった，と詭弁を労している。彼はさら
にただ「ふざけた」だけだとも主張していた51)。だが，クレーマーの行為が
エンゲルスを脅迫するのに役立ったことは明白である。
1937年7月に，ミルウォーキー工場のフォアマンであったウィリアム・
クナーベ (WilliamKnaebe)は，大きな CIOバッジを身に着けていた従
業員のフィロ・ギャリスン (FiloGarrison)に向かって，「宣伝のためなら
なぜポール紙を着けないのか」と尋ねていた52)。ギャリスンがパッジを誇り
にしていると話した時，クナーベはCIO系の組合は「収賄 (graft)」して
おり， ミルウォーキー従業員産業別組合に加入する方が安くつくと主張し
t~53) し。
1937年10月に，イースト・モリーン工場のフォアマンであったカーコウ
スキー (Kurkowski)はゲラルド・マクマーヒル (GeraldMcMahil)が
CIOバッジを身に着けて自分の部門を通り抜けて行く機会をとらえて，パ
ッジを身に着けている理由を聞き，彼にイースト・モリーン従業員組合に
加入するよう提案したという54¥
以上のように，ハーヴェスターでは， CIOバッジを身に着けている従業
員は嘲笑されるか，あるいは雇用を失うか， もしくは所得が引き下げられ
るといったことで脅迫されていたのである。それは，単に組合やその指導
者を攻撃するだけに留まらず，攻撃の対象が組合員個人になっていたこと
を示している。
51) Deciso切sand Orders of the National Labor Relations Board, Vol.29, p.501. 
52) 53) 54) Ibid., p.502. 
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今後の課題
この小論では，全国労働関係法合憲判決から，それを受けて当時のハー
ヴェスター社長であったマカリスターが労使協議会制度の廃止と工場協議
会の解体を公式に明らかにした時期前後に見られた「独立」組合の結成の
実態を明らかにした。
ここでは，労使協議会制度が全国労働関係法に違反していたこと，なら
ぴに「独立」組合自体もそうであったことは一定明らかにできたが，「独立」
組合自体がどういった活動を行っていたのかは十分に解明できていない。
その後，ハーヴェスター労使関係は，この「独立」組合を AFL系の組合と
して再生させようとする経営者側と「独立」組合指導層の動きと，それを
あくまでも阻止し，農機具労働者組織委員会を中心に運動を展開しようと
する労働者側のせめぎ合いのなかに展開する。そして，この小論がその資
料をほとんど依存した1941年「裁定と命令」後，全国労働関係委員会の選
挙を通して 6工場で農機具労働者組織委員会が排他的交渉代表権を獲得し
ていくのである。
この全国労働関係委員会の選挙で農機具労働者組織委員会が勝利したこ
とは特筆すべきことであり，なぜこういった事態となったかを明らかにす
るには，まさに「独立」組合の果たしていた機能を今後解明していかねば
ならない。
（なお，この小論は平成11・12年度関西大学学術研究助成金による成果の
一部であることを付記するとともに，関係各位にこの場をお借りして感謝
の意を捧げたい。）
